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１ 人的な即応能力の向上
２ 職務に専念できる環境の整備

地域との積極的協力・交流・対話

Ⅷ

１

１ 弾道ミサイル攻撃への対応等
２ 巡航ミサイル攻撃等への対応
３ 特殊部隊攻撃等への対応
４ 島嶼部における各種事態への対応
５ 平素からの警戒監視等の活動拡大
６ 特殊武器による攻撃、大規模・特殊災害等への対応
７ 航空優勢の確保
８ 海上交通の安全確保

地域環境・秩序の一層の安定化

グローバルな安全保障環境の改善

人的資源の効果的・効率的活用

基地対策等の推進

宇宙関連事業及びサイバー攻撃対処等への取組

効率化・合理化への取組等

主要な装備品等

防衛関係費

事態の抑止・実効的対処による我が国の防衛・安全確保

注１：本文中の計数は、特に記載のある場合を除き、装備品等の製造等に要する初度費

を除く経費を表示している。

２：本文中の計数は、特に記載のある場合を除き契約ベースである。
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１ 自衛隊による国際活動基盤の強化
２ 国際社会が行う活動への取組

１ 宇宙関連施策の推進
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１ 平成２２年度予算の考え方

平成２２年度予算の考え方

１ 基本的考え方

平成２２年度においては、現大綱が定める防衛力の役割を実効的に果

たせるよう、現大綱の考え方に基づき防衛力を整備する。

その際、我が国を取り巻く安全保障環境を踏まえ、現下の喫緊の課題

に対応するとともに、以下の事項を重視しつつ、老朽化した装備品の更

新や旧式化しつつある現有装備の改修による有効利用を中心として防衛

力整備を効率的に行うことを原則とする。また、自衛官の実員について、

極力効率化を図りつつ、第一線部隊の充足を高め、即応性・精強性の向

上を図る。

（１）各種事態の抑止及び即応・実効的対応能力の確保

弾道ミサイル攻撃、特殊部隊攻撃、島嶼部における事態への対応、平

素からの常時継続的な警戒監視・情報収集、大規模・特殊災害への対

応等に必要な装備品等を整備し、これら事態等への対応能力等を確保

する。

（２）地域の安全保障環境の一層の安定化

アジア太平洋地域における安全保障環境の一層の安定化を図るため、

人道支援・災害救援をはじめとする各種協力、二国間及び多国間の対

話等をさらに推進する。

（３）グローバルな安全保障環境の改善に向けた取組の推進

大量破壊兵器や弾道ミサイルの拡散防止、テロ・海賊への対処、国連

平和維持活動等国際社会が協力して行う各種の活動に主体的かつ積極

的に対応するため、各種訓練への参加等を推進するとともに、国際平

和協力活動に活用し得る装備品等を整備する。

（４）効率化・合理化に向けた取組

厳しい財政事情の下、効果的・効率的な防衛力整備を行うため、事業

の優先順位を明確にしつつ、人的資源の効果的・効率的活用、装備品

等の効率的な取得等の取組を推進する。

「平成22年度の防衛予算の編成の準拠となる方針」（平成21年12月17日
安保会議決定・閣議決定）に基づき、防衛力整備を着実に実施



我が国を取り巻く安全保障環境の新たな動向に対応するため、以下の

事項について特に留意する。

（１）装備品等のライフサイクルコスト管理の活用の推進等を通じた調達

コストの縮減その他装備取得の一層の効率化等を図るための取組を強

化するとともに、中長期的な視点から我が国の防衛生産・技術基盤の

在り方について検討すること。

（２）人員を効率的・効果的に活用するため、可能な業務について部外委

託等を行うほか、質の高い人材の確保・育成を図り、教育を充実する

とともに、社会の少子化、高学歴化が進む中で自衛隊の任務の多様化

等に対応し得る隊員の階級・年齢構成等の在り方について検討するこ

と。

（３）地域住民・地域社会との関係の緊密化に留意しつつ、陸海空自衛隊

が全体として効果的・効率的に能力を発揮できる体制をめざす観点か

ら、部隊等の効率化・合理化等について検討すること。

（４）統合運用体制移行後の運用の実績等を踏まえつつ、自衛隊がその任

務を実効的に果たし得るよう、統合運用を強化すること。

平成２２年度予算の考え方 ２

２ 弾道ミサイル攻撃への対応

３ 留意事項

平成２２年度については、現大綱に定める体制の下、航空自衛隊の地

対空誘導弾部隊のうち弾道ミサイル防衛にも使用し得る高射群について、

弾道ミサイル対処能力の向上を図る。また、弾道ミサイル防衛能力を付

加されていない高射群については、現有機能の維持に必要なシステム改

修に取り組む。

国の最も基本的な施策の一つである防衛の重要性を踏まえつつ、厳し

さを増す財政事情を勘案し、歳出額及び新規後年度負担額を極力抑制す

る。

４ 経費の取扱い



３ Ⅰ 事態の抑止・実効的対処による我が国の防衛・安全確保

Ⅰ－１ 弾道ミサイル攻撃への対応等

【５３８億円】

北朝鮮によるミサイル発射に際した部隊運用の経験等を踏まえ、弾道ミサイル防
衛（ＢＭＤ）システムのさらなる充実・強化などを図る。

各種の事態に実効的に対処可能な防衛力を着実に整備各種の事態に実効的に対処可能な防衛力を着実に整備

Ⅰ 事態の抑止・実効的対処による我が国の防衛・安全確保

■ ＰＡＣ－３ミサイルの継続的な取得

■ 迅速に機動展開し、長期間にわたる任

務を的確に実施するため、機動展開車両、

展開隊員の待機用テント等を整備

ＢＭＤ対処能力強化ＢＭＤ対処能力強化

展開地へ向けて移動する高射部隊の車列

■ イージスＢＭＤ武器システム構成要素の日米共同開発【新規】

米国で開発中のイージスＢＭＤ戦闘システムに、指揮官・オペレータ支援

機能及びシステムの抗たん性を向上させる機能を付加するため、これまでの

日米共同研究の成果を踏まえ、イージスＢＭＤ武器システム構成要素の日米

共同開発を実施

■ ＢＭＤ能力を付加されていない既存の

ＰＡＣ－２部隊について、部品枯渇に対

応し現有機能を維持できるよう、北海道、

東北及び沖縄に所在する部隊の装備シス

テム（６個高射隊分）のバージョンアッ

プ改修を実施

〔ＰＡＣ－２部隊のバージョンアップ〕

バージョンアップ

【６１９億円】

バージョンアップ

※（注）第６高射群の高射隊は北海道（八雲）、青森県（車力）にそれぞれ所在

※

ＰＡＣー２部隊の機能を維持するための施策ＰＡＣー２部隊の機能を維持するための施策



Ⅰ 事態の抑止・実効的対処による我が国の防衛・安全確保 ４

巡航ミサイル、高速空対地ミサイルの高性能化や拡散などの将来脅威に対応し、
重要施設等の防空を適切に行うため、先進的な装備品の研究開発を実施する。

Ⅰ－２ 巡航ミサイル攻撃等への対応

・ 国内の先進的なセンサ・ネットワーク技術により、巡航ミサイル等への防護

範囲を拡大し、対処能力向上を図るとともに、取得コスト低減を図った０３式

中距離地対空誘導弾（改）を開発

０３式中距離地対空誘導弾（改）の開発

・ 近距離に接近するまで発見が

困難なミサイル等の将来の脅威

に対応するため、防空用

高出力レーザシステム

構成要素に関する

研究に着手

■ ０３式中距離地対空誘導弾（改）の開発【新規】【６５億円】

■ 防空用高出力レーザ兵器に関する研究【新規】【１８億円】

防空用高出力レーザ兵器に関する研究

各種目標

カセグレン
集光装置

大気揺らぎ等

専用試験装置
（レーザ特性計測装置）

各種目標

カセグレン
集光装置

大気揺らぎ等

専用試験装置
（レーザ特性計測装置）

射撃用レーダ装置

巡航ミサイル

他システムセンサ

巡航ミサイル等への対処能力向上

対空戦闘指揮装置

巡航ミサイル

他システムのセンサ等との連接
による防護範囲の拡大

発射装置
射撃用レーダ装置

巡航ミサイル

他システムセンサ

巡航ミサイル等への対処能力向上

対空戦闘指揮装置

巡航ミサイル

他システムのセンサ等との連接
による防護範囲の拡大

発射装置



５ Ⅰ 事態の抑止・実効的対処による我が国の防衛・安全確保

Ⅰ－３ 特殊部隊攻撃等への対応

新戦車

■ 警戒監視・情報収集

・ 方面移動監視隊による沿岸監視訓練

・ 警戒・監視訓練

■ ゲリラや特殊部隊の捜索、重要施設防護

・ 各種車両、ヘリコプター、無線機の整備

■ 侵入したゲリラや特殊部隊の捕獲・撃破

・ 隊員個人への各種装備品の整備

・ 都市型戦闘訓練

■ 警察との連携の強化

・ 治安出動に係る警察との共同訓練

■ 新戦車の整備【新規】

・ 現有戦車の老朽化による大量減勢に対応し、小

型・軽量化、機動力の向上、ネットワークによる

戦闘能力の強化を図った新戦車について、所要数

を精査のうえ効率的に整備

・ 対機甲戦闘、機動打撃に用いるほか、特殊部隊

攻撃に際しては、重要防護施設の警戒、防護、敵

部隊の撃破等に使用

■ 第１師団の改編【新規】

・ ゲリラや特殊部隊による攻撃を含むあらゆる事

態に備え、実効的に対処し得るよう、即応性・機

動性を重視した、即応近代化師団（政経中枢タイ

プ）に改編

【９１２億円】

■ 各種事態に実効的に対処し得るための、陸海空の各種手段を活用した迅速な戦

略機動能力等の向上のため、協同転地演習

を実施

都市型戦闘訓練

テロ、特殊部隊等による攻撃への実効的な対処能力を強化するため、各種装備や
訓練の充実を図る。



Ⅰ 事態の抑止・実効的対処による我が国の防衛・安全確保 ６

Ⅰ－４ 島嶼部における各種事態への対応

■ 離島侵攻に対する主要な各種訓練

島嶼部における各種の事態に機動的に対応し得るよう、各種訓練を推進するとと
もに、各種装備の充実を図る。

■ 多用途ヘリコプター（ＵＨ－６０ＪＡ）の整備

・ 南西諸島防衛体制強化の観点から、

西方における空中機動能力を強化

多用途ヘリコプター（ＵＨ－６０ＪＡ）

海上機動（ｲﾒｰｼﾞ）

・ 米国における陸上自衛隊部隊と米海兵隊

との実動訓練

米国での訓練

■ 救難ヘリコプター（ＵＨ－６０Ｊ）の改善

・ 多様な事態における救難態勢に実効

的に対処するため、空中受油装置等の

機能を付加

【第２段階】

九州本土を含む対処要領

の訓練

【第２段階】

九州本土を含む対処要領

の訓練

【第１段階】

空自航空機、海自艦艇

との協同による展開

【第１段階】

空自航空機、海自艦艇

との協同による展開

【第２段階】

九州本土を含む対処要領

の訓練

【第２段階】

九州本土を含む対処要領

の訓練

【第１段階】

空自航空機、海自艦艇

との協同による展開

【第１段階】

空自航空機、海自艦艇

との協同による展開

・ 陸上自衛隊方面隊実動演習（離島対処）【新規】

島嶼部から内陸部に至る侵攻対処において海・空自衛隊との連携要領等

を実動訓練により演練



■ 警戒監視能力の強化

・ 潜水艦（ＳＳ）の建造

・ 固定翼哨戒機（Ｐ－１）の取得

・ 回転翼哨戒機（ＳＨ－６０Ｋ）の取得

・ 早期警戒管制機（Ｅ－７６７）レーダー
機能の向上

・ 早期警戒機（Ｅ－２Ｃ）の改善

７ Ⅰ 事態の抑止・実効的対処による我が国の防衛・安全確保

Ⅰ－５ 平素からの警戒監視等の活動拡大

Ｐ－１

■ 無人機に係る調査・研究

・ 滞空型無人機の導入や運用態勢構築の検討に資する

海外調査の実施【新規】

・ 中距離型無人偵察機の実証研究【新規】

実証研究に用いる無人機

防空識別圏（ＡＤＩＺ）

領海・排他的経済水域（ＥＥＺ）の面積は、
約４４７万㎢で世界第６位

領海・排他的経済水域（ＥＥＺ）

情報収集・警戒監視活動による情報優越を確立するため、体制の充実を図る。



Ⅰ 事態の抑止・実効的対処による我が国の防衛・安全確保 ８

Ⅰ－６ 特殊武器による攻撃、大規模・特殊災害等への対応

■ ＮＢＣ偵察車の整備【新規】

・ 化学防護車及び生物偵察車の後継として、
広域にわたる有毒化学剤、生物剤及び放射能
汚染地域の偵察（検知、識別等）能力を向上

・ ＮＢＣ攻撃や大規模・特殊災害に対応可能
な器材を搭載

・ ＮＢＣの検知・識別等の機能を１車両に搭
載したことにより、効率的な運用が可能

ＮＢＣ偵察車

【６５８億円】

■ 対処に必要な各能力の充実

・ 予 防 ：天然痘ワクチン

・ 検知、識別：生物剤警報器

携帯生物剤検知器【新規】

・ 防 護 ：個人用防護装備

・ 診断、治療：遠隔地医療支援システム

・ 除 染 ：除染車、除染装置、携帯除染器

・ 訓 練 ：ＮＢＣ防護訓練

ＮＢＣ防護訓練

特殊武器による攻撃への対処特殊武器による攻撃への対処

国民の安全を確保するため、特殊武器（核・生物・化学兵器）による攻撃、大規
模・特殊災害、大規模感染症への対応に必要な装備、資器材の整備等を推進する。

※Ｎ：放射線
Ｂ：生物剤
Ｃ：化学剤

災害対処能力の向上災害対処能力の向上

新型インフルエンザ対策新型インフルエンザ対策

■ 医療支援
・ 医療従事者の感染防護衣等の整備

■ 自衛隊の機能維持

・ 抗インフルエンザ薬等の整備

■ 災害時に敏速に対処するための応急対応能力の強化

・ 被害情報等の迅速な収集を行うためのヘリコプター映像伝送装置の性能向上

・ 被災者及び資器材等の輸送にも活用
できる輸送ヘリコプター等の整備

・ 災害対処訓練の実施
（自衛隊統合防災演習等）

震災対処



９ Ⅰ 事態の抑止・実効的対処による我が国の防衛・安全確保

Ⅰ－７ 航空優勢の確保

現有戦闘機の有効性確保のための能力向上現有戦闘機の有効性確保のための能力向上

航空軍事技術の進歩や脅威の趨勢に対応し、我が国の防空等の任務に適切に対応
するため、戦闘機の能力向上や将来の脅威に対応する先進的な研究等を実施する。

■ Ｆ－２空対空戦闘能力の向上【新規】【１３億円】

・ 空対空戦闘能力向上のための自律誘導型の空対空ミサイル（ＡＡＭ－４）
の搭載改修

・ 探知距離延伸等のための搭載レーダーの改修

■ Ｆ－１５の近代化改修 【３６億円】

・ 周辺諸国の航空戦力の急速な近代化に対応し、防空能力の強化を図るため、
Ｆ－１５の近代化改修を実施

■ Ｆ－１５の自己防御能力の向上【新規】【６４億円】

・ 通信電子技術の進歩に対応し、レーダーに対する電波妨害装置、レーダー
警戒装置、射出型妨害装置の能力を向上した統合電子戦システムを搭載

○自律誘導：ミサイルが自ら電波を照射し、脅威機を探知・追尾することができる能力

【統合電子戦システム搭載による効果（イメージ図）】

レーダー警戒装置の向上
・脅威探知距離等の拡大

電波妨害装置の向上
・有効妨害範囲の拡大

統合表示機能の追加

射出型妨害装置の能力向上
・ 適妨害手段の自動選択

チャフ・フレア等

＜射程・探知距離の延伸＞

【改修前】

【改修後】

AAM-4搭載
ﾚｰﾀﾞｰ改修

＜射程・探知距離の延伸＞

【改修前】

【改修後】

AAM-4搭載
ﾚｰﾀﾞｰ改修

＜誘導方式の変更＞

自律誘導

反転・回避

【改修前】

【改修後】

命中まで誘導

AAM-4搭載

＜誘導方式の変更＞

自律誘導

反転・回避

【改修前】

【改修後】

命中まで誘導

AAM-4搭載



IRST：Infrared Search and Track （赤外線捜索追尾装置）
ESM ：Electronic Support Measure（電子戦支援対策）

電波・光波複合センサシステムの研究

ステルス機対処技術の研究ステルス機対処技術の研究

■ 電波・光波複合センサシステムの研究【新規】【１８億円】

先進統合センサ・システムに関する研究

■ 先進統合センサ・システムに関する研究【新規】【５億円】

・ ステルス機、巡航ミサイル
及び弾道ミサイル等を早期に
探知するための複合センサの
研究

レーダ

ESM

IRST

ステルス目標

レーダ

ESM

IRST

ステルス目標

・ 戦闘機に搭載するレーダの高出力化の研究

・ 赤外線センサ、ＥＳＭ等とのデータ融合の
研究

項 目 先進統合センサ・システムに関する研究 電波・光波複合センサシステムの研究

任 務 敵ステルス機の要撃（火器管制） 敵ステルス機等の早期探知

搭載母機 戦闘機 大型機

Ⅰ 事態の抑止・実効的対処による我が国の防衛・安全確保 10

巡航ミサイル

弾道ミサイル

ステルス機

レーダ装置

赤外線センサ装置

統制装置

巡航ミサイル

弾道ミサイル

ステルス機

レーダ装置

赤外線センサ装置

統制装置



11 Ⅰ 事態の抑止・実効的対処による我が国の防衛・安全確保

基準排水量：19,500トン基準排水量：19,500トン

大型車両・大型ヘリ等の

輸送能力

Ⅰ－８ 海上交通の安全確保

■ 海賊対策防護・警告器材等の整備【新規】

・ 海賊対処行動のために必要な器材等を整備

指向性拡声器

イメージ

■ 護衛艦（ＤＤＨ）の建造【新規】 【１，１３９億円】

・ 現有護衛艦の除籍に対応した対潜戦等

における航空運用等の中枢艦として哨

戒ヘリコプター等を運用・整備する

機能を引き続き保持するため、新

型艦を整備

・ 国際平和協力活動、災害対処等

の多様な任務において、

洋上拠点となる輸送

機能等を強化

海上交通の安全を確保するため、対潜戦能力などを強化する。

ヘリコプターの運用・整備能力

多様な事態に有効に対処するための

作戦指揮区画、多目的区画、指揮通信機能

■ 海上保安庁との連携強化

・ 不審船対処に係る海上保安庁との共同訓練を実施



■ パシフィック・パートナーシップ２０１０への参加【新規】

・ 国際緊急援助活動等に係る技量
の向上を図るとともに、日米同盟
の強化並びに関係国間の相互理解
及び協力関係の増進を図るため、
米太平洋軍主催のパシフィック・
パートナーシップ２０１０へ参加

Ⅱ 地域環境・秩序の一層の安定化 12

Ⅱ 地域環境・秩序の一層の安定化

東シナ海や西太平洋を含む日本周辺地域における安全保障環境・秩序の安
定化に資するよう、地域との積極的協力・交流・対話を推進する。

東シナ海や西太平洋を含む日本周辺地域における安全保障環境・秩序の安
定化に資するよう、地域との積極的協力・交流・対話を推進する。

地域との積極的協力・交流・対話

■ アジア太平洋地域における共通の安全保障課題に関する高級事務レベル会合
等の主催
・ ＡＳＥＡＮ各国の防衛当局の高級事務レベル（次官級）を我が国に招き、

地域の安全保障上の課題について率直な対話を行い、緊密な人的関係を構築
することを目的として開催

■ 東京ディフェンスフォーラムの主催
・ アジア太平洋地域各国の国防政策や防衛交流担当幹部（局長・将官レベル）

の参加を得て、各国間の相互理解・透明性の向上のため、国防政策等に関す
る意見交換を実施

■ 日露捜索・救難共同訓練
・ 捜索・救難等にかかわる技量
の向上を図るとともに、ロシア
海軍との信頼関係の増進と相互
理解を図るため実施

・ 直近の参加実績：
平成２０年１０月３日

・ 訓練海域：若狭湾北方

・ 参加部隊：
護衛艦「しまかぜ」、
掃海艇「ながしま」、
Ｐ－３Ｃ×１、
ＳＨ－６０Ｊ×１

■ ＡＳＥＡＮ地域フォーラム（ＡＲＦ）災害救援実動演習
への参加
・ 加盟国間の協力・連携強化に積極的に関与すること

により、共通の災害救援対処要領の確立など地域の対
処能力向上に貢献

・ インドネシアにおいて２２年度実施予定の実動演習
に、陸海空自衛隊が参加予定
（21年度は、医療、防疫・給水（浄水）要員、US-2、C-130等が参加）

■ 二国間協力・防衛交流
・ 日中防衛交流

中国との間で、互いの防衛政策等について相互理解を深め、信頼関係を増
進するため、各種の協議等を実施

・ その他の二国間協力・防衛交流 日韓 日豪 日印 等

21年度ARF災害救援実動演習



13 Ⅲ グローバルな安全保障環境の改善

■ 移動式医療システムの充足

■ 射撃位置探知装置の研究【新規】

■ 各種車両等の国際活動仕様化

■ ＣＨ－４７ＪＡの改修

（エンジン、パイロン）

■ 国際緊急援助活動等に対応する

輸送艦の運用性向上

■ 輸送機用自己防御装置の整備

Ⅲ グローバルな安全保障環境の改善

Ⅲ－１ 自衛隊による国際活動基盤の強化

国際活動関連装備の整備国際活動関連装備の整備

軽装甲機動車（国際活動用）

グローバルな安全保障環境改善のため、テロに対する取り組み、国連平和
維持活動への参加、大量破壊兵器拡散問題への対応など国際社会が協力して
行う活動に積極的に参加するとともに、グローバルな防衛交流・協力の拡大
を図る。

グローバルな安全保障環境改善のため、テロに対する取り組み、国連平和
維持活動への参加、大量破壊兵器拡散問題への対応など国際社会が協力して
行う活動に積極的に参加するとともに、グローバルな防衛交流・協力の拡大
を図る。

【９４億円】
ワイヤカッタ 追加防盾

現地情報収集機能の整備現地情報収集機能の整備

ジブチ

海賊対処行動
艦艇部隊

バーレーン

海賊対処行動
Ｐ－３Ｃ部隊

■ 中東・アフリカ地域において、自衛隊
の現地活動の調整、関係国軍との協議、
情報収集等を現地で行う体制を整備

防衛大臣
統合幕僚監部

各方面隊等

地域運用調整官（仮称）

各方面隊等各方面隊等
各方面隊等各方面隊等航空総隊等

UNDOF展開地域

UNMIS司令部

カイロ
PKOｾﾝﾀｰ

海賊対処部隊

自衛艦隊等

ＣＨ－４７ＪＡ
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Ⅲ－２ 国際社会が行う活動への取組

・ 自衛隊と関係国軍が協力して対処するための能力の維持・向上を図る

・ 参加予定の訓練
・ オーストラリア主催海上阻止訓練

（オーストラリア近海 ２２年度２/四半期）
・ 米国主催海上阻止訓練

（インド洋 ２２年度３/四半期）

・ 平和維持活動へのアフリカ諸国の自助努力に対する支援として、アフリカ

諸国のＰＫＯセンターに自衛官を派遣

■ アフリカ諸国のＰＫＯセンターへの講師派遣

■ 多国間訓練（コブラ・ゴールド）への参加

■ 国際平和協力演習の実施

■ ＰＳＩ阻止訓練への参加

■ 国際貢献活動に対する教育態勢の充実



15 Ⅳ 人的資源の効果的・効率的活用

Ⅳ 人的資源の効果的・効率的活用

Ⅳ－１ 人的な即応能力の向上

テロ、大規模災害など発生の予測が困難な各種の事態に即応するとともに、地域
社会との連携強化を図るため、所要の自衛官定数を確保するとともに、充足を向上
させ、人的な即応能力を強化するための調査研究を行う。

各種事態に実効的に対処するため、必要な人員を確保するとともに、職務
に専念できる環境の整備を推進する。

各種事態に実効的に対処するため、必要な人員を確保するとともに、職務
に専念できる環境の整備を推進する。

自衛隊の人的基盤の在り方に関する調査自衛隊の人的基盤の在り方に関する調査

■ より効率的、効果的な自衛隊業務の在
り方に関する検討を行うための調査研究
を実施

■ 継続・安定して質の高い人材の確保等を行うための、自衛隊の組織構成の在り
方に関する調査研究を実施

護衛艦の早期除籍護衛艦の早期除籍

■ 除籍時期が近く、代替更新されない護衛艦（４隻）について、早期に除籍さ
せ、その乗員を他の艦に充てることにより護衛艦部隊の乗員の不足を緩和

自衛官定数の確保自衛官定数の確保

■ 特殊部隊による攻撃や大規模災
害などの各種事態に実効的に対応
しつつ、国際平和協力活動などを
常続的に実施するため、適切な規
模の自衛官定数を確保

151,641人

〔陸上自衛官定数〕
（21’末) （22’末)

・常備自衛官定員

8,467人

・即応予備自衛官員数

151,641人

8,479人

160,108人

・編成定数

160,120人

167,383

157,828

151,641
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■ メンタルヘルスケアの充実

・ 部外講師による部内相談員の育成や部外カウンセラーを招へいするなど、

各種相談体制を整備し、隊員に対する心理的ケアを充実

■ 託児施設の整備

・ 隊員の子育て支援として、夜勤や災害派遣といった不規則な勤務状況に

対応する託児施設の整備を推進

Ⅳ－２ 職務に専念できる環境の整備

■ 国際平和協力活動等への派遣に備えた家族支援

・ 平素より部隊と家族及び家族同士のコミュニケーションを促進し、隊員
が安心して国際平和協力活動等の任務にまい進できる環境を構築



17 Ⅴ 宇宙関連事業及びサイバー攻撃対処等への取組

■ 宇宙を利用したＣ４ＩＳＲの機能強化のための調査・研究
・ ２波長赤外線センサ技術の研究
・ 宇宙状況監視・空中発射システム・小型衛星に関する調査研究【新規】
・ 統合衛星通信網に関する調査研究【新規】

■ 衛星通信の利用
・ 衛星通信の大容量化・高速化への対応

■ 商用画像衛星の利用
・ 撮像機会の増加により監視能力を向上

■ 気象衛星情報の利用

防衛分野での宇宙利用の促進、Ｃ４ＩＳＲ
※

能力の向上のため、各種の取
組を実施する。

防衛分野での宇宙利用の促進、Ｃ４ＩＳＲ
※

能力の向上のため、各種の取
組を実施する。

Ⅴ 宇宙関連事業及びサイバー攻撃対処等への取組

【５１２億円】
Ⅴ－１ 宇宙関連施策の推進

通信衛星
（ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｰﾄﾞ）

商用画像衛星
（World View-Ⅱ）

※Command,Control,Communication,Computer,Intelligence,
Surveillance and Reconnaissanceの略

サイバー攻撃対処能力の強化サイバー攻撃対処能力の強化

■ 統合幕僚監部にサイバー企画調整官（仮称）を配置【新規】

Ⅴ－２ Ｃ４ＩＳＲ能力の向上

■ サイバー防護分析装置の整備【新規】

・ 民間の 新のサイバー攻撃情報を収集する機能（情報収集部）

・ 実際の環境に近い形で分析する機能（動的解析部）

・ サイバー攻撃対処能力向上のためのサイバー演習場機能（対処演習部）

動的解析部 静的解析部情報収集部 対処演習部

ウイルス等の侵入要領、
挙動等の影響分析等

0101
0001
1011

対処演習を実施

インターネット

攻撃

防衛

ウイルス本体の構造解析等
外部インターネットから
の 新ウイルス等の入
手等

サイバー防護分析装置

情報通信基盤の強化情報通信基盤の強化

■ 自動警戒管制システム（ＪＡＤＧＥ）

・ ＪＡＤＧＥソフトウェアの改修
・ ＴＤＳ端末用連接関連装置の取得

■ ＴＤＳ端末の取得
※ ＴＤＳ：戦術データ交換システム

■ サイバー戦分析機能の強化

・ 諸外国のサイバー戦動向について、長期的、専属的に情報を収集・分析す
る情報本部の機能を強化

自動警戒管制システムのイメージ

自動警戒管制システム

ﾍﾟﾄﾘｵｯﾄ

TDS(Link16)

ｲｰｼﾞｽ艦

FPS-5

FPS-3改

ﾚｰﾀﾞｰｻｲﾄ

AWACS/E-2C

JDCS(F)

自動警戒管制システム

ﾍﾟﾄﾘｵｯﾄ

TDS(Link16)

ｲｰｼﾞｽ艦

FPS-5

FPS-3改

ﾚｰﾀﾞｰｻｲﾄ

AWACS/E-2C

JDCS(F)



Ⅵ 効率化・合理化への取組等 18

Ⅵ 効率化・合理化への取組等

装備品等の集中調達装備品等の集中調達 注：数値は現時点の試算であり、今後の調達状況により変動

装備品取得等の全般にわたる更なる効率化・合理化等、各種の施策を推進
する。

装備品取得等の全般にわたる更なる効率化・合理化等、各種の施策を推進
する。

従来、年度毎に調達している装備品等のうち、複数年度分の所要を一括して調達

することにより経費の節減が見込まれる主な装備品等について、集中調達を実施し、

約２２億円を節減

■ 観測ヘリコプター（ＯＨ－１）

・ ２か年度分 ４機を集中調達し、早期に

取得終了

■ Ｆ－２へのＪＤＡＭ機能の付加

・ ３か年度分 ３５機分の改修部品を集中

調達し、早期に取得終了 ＯＨ－１

効率化の取組効率化の取組

総人件費改革への取組総人件費改革への取組

■ 効率的な業務遂行のため、総人件費改革の各種施策（民間委託等）を継続

して実施（自衛官実員 △３，５０６人）

■ ０３式中距離地対空誘導弾（改）の開発

・ ライフサイクルコスト抑制を考慮した構成品設計等による取得価格低減



19 Ⅵ 効率化・合理化への取組等

■ 企業に対する調査能力の強化

装備施設本部にコスト低減と品質の向上を促進するための専門部署、企業
調査課（仮称）を新設【新規】

■ 教育等の充実等
ＡＥＣ（Advanced Electronic Classroom）システムの整備等

■ 護衛艦「しらね」火災事案、護衛艦「あたご」衝突事故の再発防止策を推進

する。

防衛調達における透明性・競争性の確保等防衛調達における透明性・競争性の確保等

「海上自衛隊抜本的改革の実行上の指針」を踏まえた取り組み「海上自衛隊抜本的改革の実行上の指針」を踏まえた取り組み

事故再発防止策の推進事故再発防止策の推進

秘密漏えい等の捜査能力を強化するため、警務隊の特殊犯罪捜査機能（秘密漏え

い、収賄等及びハイテク対処）を統合

■ 陸上自衛隊警務隊に中央警務隊（仮称）を新編【新規】

陸海空特殊犯罪捜査機能を集約

陸海空自衛官からなる部隊（海空警務隊からの要員派遣）

機密保持に関する規則の徹底的遵守機密保持に関する規則の徹底的遵守

■ 行政刷新会議の事業仕分けの結果を踏まえ、概算要求から以下のとおり減額

・ 自衛官の実員増 予算計上見送り（▲７２億円）

・ 情報システム借料等 約２割の削減 （▲５２億円）

・ 国際平和協力センターの建設 予算計上見送り（▲２５億円） 等

計▲１６８億円 （計数は、歳出ベース）

併せて、将来の効率的かつ効果的な防衛力整備に資する調査研究として以

下を実施する。

・ 自衛隊の人的基盤の在り方に関する調査（再掲）【新規】

・ 諸外国装備品（銃器類）の導入に関する諸外国装備品の価格、補給継続

性等の調査【新規】

事業仕分け結果の反映事業仕分け結果の反映
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Ⅶ 教育・研究体制等の強化

防衛研究所防衛研究所

防衛大学校

■ 理工学研究体制の強化

・ 宇宙システム教育担当教授の増員
【新規】

防衛大学校

防衛医科大学校等防衛医科大学校等

防衛研究所、防衛大学校、防衛医科大学校等の教育・研究体制を強化する
ための施策を実施する。

防衛研究所、防衛大学校、防衛医科大学校等の教育・研究体制を強化する
ための施策を実施する。

■ 地域医療への貢献を通じた医官の技量維持・向上等

・ 防衛医科大学校病院及びオープン化した自衛隊病

院の医療器材等の整備

■ 学生の資質・能力の向上

・ 中国軍学校への短期留学【新規】

■ 中国情勢等に関する調査研究機能の充実

・ 研究体制の強化

・ 中国軍事科学院との交流【新規】

・ 中国安全保障レポート（仮称）の刊行【新規】

・ ベトナム国防研究機関研究者の招へい【新規】
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Ⅷ 米軍再編への取組

■ 国内での再編関連措置 （７９３億円）

・ 普天間飛行場の移設 （ １４億円）

＜参考＞

普天間飛行場の移設先等につき具体的な決定を行った場

合に速やかに必要な契約手続に入るため、現行案の所要額

（国債経費１，４２３億円、歳出経費２６億円）を考慮し

つつ、予備費（３，５００億円のうち）及び非特定議決国

庫債務負担行為（限度額１兆円のうち）を活用。

・ 嘉手納飛行場以南の土地の返還 （ ２億円）

・ 相模総合補給廠の一部返還等 （ ５１億円）

・ 厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐等

（６１３億円）

・ 嘉手納飛行場等所在米軍機の本土への訓練移転

（ ２１億円）

・ 地域振興策（再編交付金等） （ ９３億円）

普天間飛行場

■ 在沖米海兵隊のグアム移転 （４７９億円）

・ 「真水」事業の実施 等

（注）「真水」事業とは、我が国の直接的な財政支援による司令部庁舎等の

施設整備をいう。

グアム島

米軍再編を着実に進めていくため、在沖米海兵隊のグアム移転に係る事業
など、関連措置を的確に実施する。

米軍再編を着実に進めていくため、在沖米海兵隊のグアム移転に係る事業
など、関連措置を的確に実施する。

地元の負担軽減等に資する措置【１，２７２億円】地元の負担軽減等に資する措置【１，２７２億円】

※ 上記の在沖米海兵隊のグアム移転（４７９億円）及び国内での再編関連措置（７９３億円）の
計１，２７２億円には、地元負担軽減関連施設整備等１５８億円を含む。

・ キャンプ座間への陸上自衛隊中央即応集団司令部の移設 （ ７２億円）

・ 横田飛行場への航空自衛隊航空総隊司令部等の移設 （ ５６億円）

■ 日米安全保障協議委員会（「２＋２」）共同文書による変更がないものについ
ては、引き続きＳＡＣＯ 終報告に盛り込まれた措置を着実に実施

抑止力の維持等に資する措置【１２８億円】抑止力の維持等に資する措置【１２８億円】

ＳＡＣＯ関係経費【１１２億円】ＳＡＣＯ関係経費【１１２億円】
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Ⅸ 基地対策等の推進

基地周辺対策経費【１，１７６億円】基地周辺対策経費【１，１７６億円】

在日米軍駐留経費負担【１，８６９億円】在日米軍駐留経費負担【１，８６９億円】

施設の借料、補償経費等【１，３０１億円】施設の借料、補償経費等【１，３０１億円】

うち住 宅 防 音： ３７０億円

周辺環境整備： ８０６億円

■ 自衛隊等の行為又は防衛施設の設置・運用により生ずる障害の防止、軽

減等に要する経費

・ 飛行場等周辺の住宅防音事業の実施

・ 基地関連市町村等から要望の強い周辺環

境整備事業（河川・道路改修、学校防音等）

の実施

・ 特定防衛施設周辺整備調整交付金の増額

■ 防衛施設用地等の借り上げ経費、水面を使用して訓練を行うことによる

漁業補償等に要する経費

防衛施設と周辺地域との調和を図るため、基地周辺対策を着実に実施する
とともに、在日米軍の駐留を円滑かつ効果的にするための施策を推進する。

防衛施設と周辺地域との調和を図るため、基地周辺対策を着実に実施する
とともに、在日米軍の駐留を円滑かつ効果的にするための施策を推進する。

【４，３４６億円】

河川改修

■ 在日米軍の駐留を円滑かつ効果的にする

ための特別協定等による負担に要する経費

・ 在日米軍従業員の給与及び光熱水料等

を負担

・ 提供施設の整備等の実施

うち特 別 協 定： １,３９５億円

提供施設の整備： １９５億円

隊 舎





【主要な装備品等】



２２年度

区 分
２１年度

調達数量 調達数量
金額

(億円)

観測ヘリコプター（OH-1） 2 機 4 機 78

多用途ヘリコプター（UH-60JA）

輸送ヘリコプター（CH-47JA）

新練習ヘリコプター 1 機 1 機 3

戦闘機(F-15)近代化改修
（22 機）

（60 機）

（2 機）

（ － ）
36

戦闘機(F-15)の自己防御能力の向上 － （2 機） 64

戦闘機(F-2)の空対空戦闘能力の向上 －
（1 機）

（4 機）
13

早期警戒管制機(E-767)レーダー機能の向上 (1 機) (3 機) 111

護衛艦（DD） 2 隻 － －

護衛艦（DDH) － 1 隻 1,139

潜水艦（SS） － 1 隻 528

掃海艇（MSC） 1 隻 － －

敷設艦（ARC） 1 隻 － －

むらさめ型護衛艦等の短SAMｼｽﾃﾑ換装 （1 隻） （1 隻） 1

艦

船

海

自

戦闘機(F-2)へのJDAM機能の付加
－

（12 機）

－

（35 機）
47

輸送ヘリコプター (CH-47J) － 1 機 41

早期警戒機(E-2C)の改善 (1 機) (1 機) 8

空

自

－

2 機

1 機

5 機

3 機

1 機 3 機 95

4 機 1 機 68

陸

自

固定翼哨戒機（P-1） 1 機 211

哨戒ヘリコプター（SH-60K） 3 機 179

救難飛行艇（US-2） － －

初等練習機（T-5） 4 機 10

回転翼練習機（TH-135） 3 機 17

航

空

機

海

自
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２２年度

区 分
２１年度

調達数量 調達数量
金額

(億円)

０３式中距離地対空誘導弾 2 個中隊 1 個中隊 195

９１式携帯地対空誘導弾（Ｂ） 19 ｾｯﾄ 22 ｾｯﾄ 10

９６式多目的誘導弾システム 1 ｾｯﾄ 1 ｾｯﾄ 21

中距離多目的誘導弾 10 ｾｯﾄ 13 ｾｯﾄ 52

０１式軽対戦車誘導弾 43 ｾｯﾄ 39 ｾｯﾄ 29

地対空誘導弾(ﾍﾟﾄﾘｵｯﾄ(PAC-3ﾐｻｲﾙを除く)) 105 億円 － 82

ペトリオット・システムの改修 － (6 式) 619

9mm拳銃 － 1,004 丁 2

火

器

・

車

両

等

空
自軽装甲機動車 23 両 26 両 8

空
自ペトリオット・システムの改修 定修 1式 － －Ｂ

Ｍ

Ｄ 技
本

陸

自

車両、通信器材、施設器材 等 779 億円 － 765

空

自

陸

自

誘

導

弾

89式小銃 － 10,012 丁 28

対人狙撃銃 159 丁

405 丁

80 丁

10 門

120mm迫撃砲 RT 4 門 4 門 2

99式自走155mmりゅう弾砲 8 両 9 両 79

新戦車 － 13 両 124

軽装甲機動車 180 両 93 両 28

96式装輪装甲車 16 両 17 両 21

87式偵察警戒車 1 両 3 両 8

ＮＢＣ偵察車 － 3 両 19

イージスＢＭＤ武器システム構成要素の日米

共同開発
－ － 16

105 丁 2

12.7mm重機関銃 123 丁 7

81mm迫撃砲 L16 5 門

5.56mm機関銃MINIMI 195 丁 4

1

注３： 地対空誘導弾(ﾍﾟﾄﾘｵｯﾄ)の金額は、射耗用ミサイルの整備に要する経費等を示す。
注４： 定修：定期修理用予備器材
注５： 表中の計数は、初度費を除く経費を表示している。

注１： 調達数量：各年度に新たに契約する数量。（取得までに要する期間は装備品によって異なり、２年から５年の間）
注２： F-15近代化改修、F-15の自己防御能力の向上、F-2空対空戦闘能力の向上、F-2へのJDAM機能の付加、早期警戒管

制機(E-767)ﾚｰﾀﾞｰ機能の向上、早期警戒機(E-2C)の改善、むらさめ型護衛艦等の短SAMｼｽﾃﾑ換装及びペトリオット・
システムの改修の（ ）は、既装備品の改善に係る数量を示す。なお、F-15近代化改修、F-2空対空戦闘能力の向
上及びF-2へのJDAM機能の付加の調達数量については、上段が機体 改修の役務の機数を、下段が能力向上装備品の数
を示す。
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２２年度
項 目 名 概 要 金額

（億円）

０３式中距離地対空誘
導弾（改）の開発

巡航ミサイル、空対地ミサイル等への対処能力の向上、
防護範囲の拡大及び取得コストの低減を図った０３式
中距離地対空誘導弾（改）の開発

65

新電子戦システムの開
発

電波の収集・分析を行うとともに、敵の通信電子活動
を妨害して、情報優越の獲得に寄与するために使用す
る新電子戦システムの開発

8

新
規

継
続

新弾道ミサイル防衛用
誘導弾の開発

SM-3 BlockⅠA型誘導弾の後継となる艦載型の新弾道ミ
サイル防衛用誘導弾の日米共同開発

191

先進技術実証機（高運
動ステルス機）の研究

実飛行環境下でのステルス技術を掌握し、将来の防空
態勢の検討を行うため、先進技術を統合した高運動ス
テルス機の試作に関する研究

228

次世代潜水艦用ソー
ナーシステムの開発

静粛化した艦艇及び浅海域での行動に対処するため、
探知能力及び情報処理能力を向上した次世代潜水艦用
ソーナーシステムの開発

49

先進統合センサ・シス
テムに関する研究

レーダ、ＥＳＭ、ＥＣＭ機能を一体化したセンサを戦
闘機に搭載し、赤外線センサとのデータ融合により、
ステルス目標等に対する探知、追尾能力の向上に関す
る研究

5

防空用高出力レーザ兵
器に関する研究

重要防護施設や艦船を狙ってくるミサイル等に対し、
瞬時に損傷を与える近接防空用の高出力レーザシステ
ム構成要素に関する研究

18

電波・光波複合センサ
システムの研究

大型航空機に搭載し、経空脅威を早期に探知し、他の
武器システム等と連携して対処する遠距離探知センサ
システムに関する研究

18

米国で開発中のイージスＢＭＤ戦闘システムに、指揮
官・オペレータ支援機能及びシステムの抗たん性を向
上させる機能を付加するためのイージスＢＭＤ武器シ
ステム構成要素の日米共同開発

高性能な対空火器が搭載されている敵戦闘艦艇に対し
て、より効果的な対処を可能とするために使用する新
空対艦誘導弾（ＸＡＳＭ－３）の開発

イージスＢＭＤ武器シ
ステム構成要素の開発

新空対艦誘導弾（ＸＡ
ＳＭ－３）の開発

16

22

２ 主要な研究開発
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３ 定員等の変更 28

３ 定員等の変更

■　自衛官定数等の変更 （単位：人）

常 備 自 衛 官

即 応 予 備 自 衛 官

( ) ( ) ( 12 )

注：　各年度末の自衛官等の合計欄の下段（　）内は、即応予備自衛官の員数を含む自衛官の編成定数である。

■　自衛官の年間平均人員 （単位：人）

■　予備自衛官の員数 （単位：人）

■　陸自予備自衛官補の員数 （単位：人）

■　事務官等定員の変更 （単位：人）

注１：　大臣、副大臣、大臣政務官×２を含む。

注２：　増△減には、定員合理化等による減４９５を含む。

12

0

12

合 計
247,746 247,746
256,213

1,907 △ 2

△ 32

0

45,518

47,123

1,198

359

２１年度末 ２２年度末 増△減

160,108

1,159

151,641

8,467

45,550

陸 上 自 衛 隊

海 上 自 衛 隊

航 空 自 衛 隊 47,128

160,120

151,641

8,479

△ 5

39共 同 の 部 隊

統 合 幕 僚 監 部

情 報 本 部

年間平均人員

359

1,909

予備自衛官員数

計

0

142,002 42,361 43,658

陸上自衛隊 海上自衛隊 航空自衛隊

256,225

陸上自衛隊 海上自衛隊

２１年度末 ２２年度末

46,000 1,100 800

航空自衛隊

予備自衛官補の員数 4,260

２１年度末 ２２年度末 増△減

合　　　　　計 22,473 22,242 △ 231

4,600 340

47,900

増△減





【防衛関係費】



１ 防衛関係費全般

31 １ 防衛関係費全般

対前年度

増△減額

対前年度

増△減額

防衛関係費 ４７，０２８ △３９８

〔△０．８％〕

４６，８２６ △２０２

〔△０．４％〕

人件・糧食費 ２０，７７３

（４４．２％）

△１６７

〔△０．８％〕

２０，８５０

（４４．５％）

７８

〔０．４％〕

物件費 ２６，２５５ △２３１

〔△０．９％〕

２５，９７５ △２７９

〔△１．１％〕

〈繰延べ〉

歳出化経費

〈３１６〉

１６，９１１

（３６．０％）

△３１３

〔△１．８％〕

〈２３５〉

１６，７５０

（３５．８％）

△１６０

〔△０．９％〕

一般物件費

（活動経費）

９，３４４

（１９．９％）

８２

〔０．９％〕

９，２２５

（１９．７％）

△１１９

〔△１．３％〕

平 成２２年度

予 算 額

平 成 ２ １ 年 度

予 算 額

〔 歳出予算 （三分類）〕 （単位：億円）

△３６７
〔△２．２％〕

１６，６２３△９８１
〔△５．５％〕

１６，９９０新規後年度負担

対前年度
増△減額

対前年度
増△減額

平 成 ２ ２年度
予 算 額

平 成 ２ １ 年 度
予 算 額

（単位：億円）〔 新規後年度負担 〕

(説明)
１．平成22年度の為替レートは、1ドル＝94円である。
２．（ ）は構成比、[ ]は対前年度伸率、< >は繰延べの数字である。

３．繰延べとは、当該年度に予定されていた歳出化経費の一部を翌年度以降に繰延べる措置をいい、上記の歳出化
経費は繰延べにより減額された後の経費を示す。

４．計数については、四捨五入によっているので計と符合しないことがある(以下同じ)。
５．行政刷新会議による事業仕分けの結果、平成22年度予算案は概算要求から約１６８億円減。

注：上記の他、平成21年度はＳＡＣＯ関係経費として112億円、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分として
602億円、平成22年度はＳＡＣＯ関係経費として169億円、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分として
909億円がある。これらを加えた総額は、平成21年度47,741億円（ 対前年度△55億円、△0.1％ ）、平成22
年度47,903億円（同162億円、0.3％）となる。

注：上記の他、平成21年度はＳＡＣＯ関係経費として61億円、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分として
410億円、平成22年度はＳＡＣＯ関係経費として58億円、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分として321億円
がある。これらを加えた総額は、平成21年度17,461億円（ 対前年度△869億円、△4.7％ ）、平成22年度17,002
億円（同△458億円、△2.6％）となる。
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防衛関係費は、人件・糧食費と物件費（事業費）に大別される。さらに、物件費（事

業費）は、歳出化経費と一般物件費（活動経費）に分けられる。

人件・糧食費 隊員の給与、退職金、営内での食事などにかかる経費

装備品の調達・修理・整備、油の購入、隊員の教育訓練、施設

物件費 事業費 整備、光熱水料等の営舎費、技術研究開発、周辺対策や在日米軍（ ）

駐留経費等の基地対策経費などにかかる経費

歳出化経費 ２１年度以前の契約に基づき、２２年度に支払われる経費

一般物件費 ２２年度の契約に基づき、２２年度に支払われる経費
（ ）活動経費

防衛力整備においては、艦船や航空機等の主要な装備の調達、また、格納庫・隊舎等

の建設など、複数年度を要するものが多い。このため、複数年度に及ぶ契約（原則５年

以内）を行い、将来の一定時期に支払うことを契約時にあらかじめ国が約束をする。

後年度負担額とは、このような複数年度に及ぶ契約に基づき、契約の翌年度以降に支

払う金額をいう。

（例） １００億円の装備を４年間に及ぶ契約で調達する場合

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

契約 納入
↓ ↓ ↓ ↓

一部支払 一部支払 一部支払 残額支払
(10億円) (10億円) (20億円) (60億円)

一般物件費 歳出化経費 歳出化経費 歳出化経費

後年度負担額(90億円)

契約額(100億円)

（参考）防衛関係費の構造（参考）防衛関係費の構造

歳出額歳出額

後年度負担額後年度負担額



33 １ 防衛関係費全般

歳出額と後年度負担額の関係歳出額と後年度負担額の関係

物件費（事業費）契約ベース ＝ 一般物件費（活動経費）＋ 新規後年度負担（２３年度以降の歳出化経費）
25,848 ＝ 9,225 ＋ 16,623 

物件費（事業費）歳出ベース ＝ 一般物件費（活動経費）＋ 歳出化経費（２２年度歳出化経費）
25,975 ＝ 9,225        ＋ 16,750

注：１ ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。
２ 本図は概念図であり、グラフの長短と実際のデータが必ずしも一致するわけではない。

平成２２年度防衛関係費予算額
46,826

（△0.4）

単位：億円
（ ）：対前年度伸率（％）

18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度

契約年度

   

 (△1.0)

16,623
契　約

25,848
(△1.8）

9,225

（△2.2）

(△1.3)

22年度

(△0.9)

契  約

契  約

契　約

21年度

16,750

契　約

26年度以降

12,820

20年度

(0.4)

18年度

19年度

22年度

(△1.7)

物件費契約ベース

20,850

後年度負担額

（既定分＋新規分）

29,443

新

規

分
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定
　
　
分
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２ 一般物件費（活動経費）

２ 一般物件費 34

施設整備費等

224〔2.4〕

項 目 平 成 ２ １ 年 度

予 算 額

平 成 ２ ２ 年 度

予 算 額

対前年度

増△減額

維持費等

・油購入費

・修理費

・教育訓練費

・医療費等

・営舎費等（光熱水料、燃料費等）

４，２０１

１，０１５

１，７７７

２７６

２３１

９０２

４，０１３

８４１

１，７５９

２６７

２３９

９０７

△１８９

△１７４

△１７

△１０

８

５

基地対策経費等

・周辺環境整備、住宅防音

・在日米軍駐留経費負担

・施設の借料、補償経費等

３，８７０

８７５

１，７１８

１，２７６

３，８８１

８８０

１，７０６

１，２９５

１１

５

△１２

１８

研究開発費 ２８４ ２６２ △２２

装備品等購入費等 ２０３ １９８ △５

施設整備費等 １５４ ２２４ ７０

その他（電子計算機等借料等） ６３２ ６４７ １５

合 計 ９，３４４ ９，２２５ △１１９

（単位：億円）一般物件費の内訳

維持費等

4,013
〔43.5〕

基地対策経費等

3,881
〔42.1〕

研究開発費

262〔2.8〕

装備品等購入費等

198〔2.1〕

その他

647〔7.0〕

一般物件費

（活動経費）

２２年度予算額

9,225

単位：億円、％
［ ］：構成比

注：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。



３ 物件費（契約ベース）

35 ３ 物件費（契約ベース）

項 目 平 成 ２ １ 年 度
予 算 額

平 成 ２ ２ 年 度
予 算 額

対前年度
増△減額

維持費等 １１，５９３ １０，９８７ △６０６

油購入費 １，０１５ ８４１ △１７４

航空機購入費 ６９１ ７０９ １８

艦船建造費等 １，９１７ １，７６２ △１５５

修理費 ８，８８６ ８，４０１ △４８５

教育訓練費等 １，６９３ １，７４５ ５３

基地対策経費等 ４，３５４ ４，３４６ △８

研究開発費 １，１７３ １，２６６ ９４

装備品等購入費 ４，６１６ ４，８４５ ２２９

施設整備費等 １，２９３ １，１６７ △１２５

その他（電子計算機等借料等） ６９８ ７６５ ６６

合 計 ２６，３３４ ２５，８４８ △４８６

（単位：億円）物件費（契約ベース）の内訳

物件費（契約ベース）＝一般物件費（活動経費）＋新規後年度負担

１７７０８６９１航空機購入費

△１５８１，７４６１，９０４艦船建造費

△４６７６，６４２７，１０９修理費

△４１７６，９７５７，３９２維持費等

△１９６９４３１，１３９施設整備費等

５１１１７６６電子計算機等借料等

△３６７１６，６２３１６，９９０合 計

２３７４，６６４４，４２６装備品等購入費

１１６１，００４８８８研究開発費

△１９４６５４８４基地対策経費等

５０３３３２８３教育訓練費

対前年度
増△減額

平 成 ２ ２ 年 度
予 算 額

平 成 ２ １ 年 度
予 算 額

項 目

（参考）新規後年度負担の内訳 （単位：億円）

注：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。

注：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。
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48,297

48,760

49,26249,392

47,815

47,426

47,028

46,826

47,903

46,500

47,000

47,500

48,000

48,500

49,000

49,500

50,000

１４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

億円

△ 0.2

△ 0.8

△ 1.0△ 1.0

△ 0.3

0.0

△ 0.8 △ 0.8

△ 0.4

-1.2

-1.0

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

１４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

％

（参考）防衛関係費の推移等（参考）防衛関係費の推移等

伸率の推移伸率の推移

総額の推移総額の推移

注：１ 上記は歳出ベースである。
２ 上記のほか、ＳＡＣＯ関係経費として、

平成１３年度：１６５億円 平成１４年度：１６５億円 平成１５年度：２６５億円
平成１６年度：２６６億円 平成１７年度：２６３億円 平成１８年度：２３３億円
平成１９年度：１２６億円 平成２０年度：１８０億円 平成２１年度：１１２億円
平成２２年度：１６９億円

米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分として、
平成１９年度： ７２億円 平成２０年度：１９１億円 平成２１年度：６０２億円
平成２２年度：９０９億円

がある。
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

三分類の推移三分類の推移

注：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。

[  ] ：歳出予算の構成比（％）
｛ ｝：対前年度増△減額
《 》：繰延べ

億円

[36.4］
17,439
｛77｝
《351》

[19.1]
9,130

｛△246｝

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

[43.9]
21,015

｛△319｝

[36.3]
17,224

｛△438｝
《316》

[19.5]
9,262

｛123｝

47,903
｛△394｝

47,426
{△389}

47,815
｛△88｝

[44.5]
21,334

｛△225｝

[36.9]
17,662
｛223｝
《316》

[19.1]
9,138
｛8｝

平成22年度

47,028
{△398}

[19.9]
9,344
｛82｝

[36.0]
16,911

｛△313｝
《316》

[44.2]
20,940

｛△75｝

歳出化経費

一般物件費

人件・糧食費

[44.2]
20,773

｛△167｝

[19.7]
9,225

｛△119｝

46,826
{△202}

[35.8]
16,750

｛△160｝
《235》

[44.5]
20,850
｛78｝
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機関別内訳機関別内訳

注： ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。

（単位：億円、％）

区 分
平成２１年度
予 算 額

平成２２年度
予 算 額

増△減額 伸 率

防 衛 関 係 費 ４７，０２８ ４６，８２６ △２０２ △０．４

防 衛 省 ４７，０２８ ４６，８２６ △２０２ △０．４

（防 衛 本 省） ４６，８３６ ４６，６４０ △１９６ △０．４

陸 上 自 衛 隊 １７，３１４ １７，４３９ １２５ ０．７

海 上 自 衛 隊 １０，６９９ １０，５２２ △１７７ △１．７

航 空 自 衛 隊 １１，４７８ １０，８７３ △６０５ △５．３

小 計 ３９，４９１ ３８，８３５ △６５６ △１．７

内 部 部 局 ４，８７５ ４，８１１ △６４ △１．３

統 合 幕 僚 監 部 １７５ ２６０ ８５ ４８．６

情 報 本 部 ４９０ ５９２ １０１ ２０．７

防 衛 大 学 校 １５１ １４７ △４ △２．９

防衛医科大学校 ２５４ ２００ △５３ △２１．０

防 衛 研 究 所 １６ １６ ０ △０．２

技 術 研 究 本 部 １，３０８ １，７０４ ３９６ ３０．３

装 備 施 設 本 部 ７２ ７１ △１ △１．９

防 衛 監 察 本 部 ４ ４ ０ ４．７

小 計 ７，３４５ ７，８０５ ４６０ ６．３

（地 方 防 衛 局） １９１ １８５ △６ △３．０
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基地対策等の推進基地対策等の推進

（単位：億円、％）

注： 計数は歳出ベース（一般物件費＋歳出化経費）であり、< >内は契約ベースである(以下同じ)。

平成21年度 平成22年度 対 前 年 度 対前年度

予 算 額 予 算 額 増 △ 減 額 伸　　率

< 4,354 > < 4,346 > < △ 8 > < △ 0.2 >
4,399 4,365 △ 34 △ 0.8

< 1,176 > < 1,176 > < 1 > < 0.1 >
(1) 1,155 1,179 24 2.0

< 816 > < 806 > < △ 10 >< △ 1.3 >
796 808 13 1.6  生活環境施設等の整備の助成等

359 370 11 3.1

< 1,897 > < 1,869 > < △ 27 > < △ 1.4 >
(2) 1,928 1,881 △ 47 △ 2.4

1,415 1,395 △ 20 △ 1.4

労 務 費 1,160 1,140 △ 20 △ 1.7

光 熱 水 料 等 249 249 0 0.0

訓 練 移 転 費 6 5 0 △ 4.5

< 188 > < 195 > < 7 > < 3.7 >
219 206 △ 13 △ 5.8  在日米軍施設（隊舎等）の整備

293 279 △ 14 △ 4.8  社会保険料事業主負担分等

< 1,282 > < 1,301 > < 19 > < 1.5 >
(3) 1,316 1,305 △ 11 △ 0.8

 飛行場等周辺の住宅防音工事の
 助成

 在日米軍施設で使用する光熱
 水料等の負担

 硫黄島での米空母艦載機着陸
 訓練に伴う経費の負担

基 地 対 策 等 の 推 進

周 辺 環 境 整 備

基 地 周 辺 対 策 経 費

　（河川・道路改修、学校防音、ごみ
    処理施設等の整備）

在日米軍駐留経費負担

施設の借料、補償経費等

特 別 協 定

 在日米軍に勤務する従業員の
 給与費の負担

 防衛施設用地等の借上げ及び
 漁業補償等

提 供 施 設 の 整 備

基 地 従 業 員 対 策 等

左の他に
　１８年度補正予算９３億円
　(うち、米軍再編関係経費７３億円)

　１９年度再編交付金５１億円
０(米軍再編関係経費)

左の他に
　１８年度補正予算（横須賀浚
　渫工事）契約ベース６４億円

[参考]

[参考]

備　　　　考区　　　　　　　分

住 宅 防 音
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特別行動委員会（ＳＡＣＯ）関係経費特別行動委員会（ＳＡＣＯ）関係経費

（単位：百万円、％）

事　　　　項
平成21年度
予　算　額

平成22年度
予　算　額

対前年度
増△減額

対前年度
伸　　率

備　　　考

（A） （B） （C=B-A） （C/A）

< 6,955> < 5,003> <△ 1,952> <△ 28.1>

１　土地返還のための事業 5,904 11,892 5,988  2.0倍 

< 2,212> < 1,999> <△ 213> <△ 9.6>

２　訓練改善のための事業 1,525 2,129 604   39.6 

< 281> < 1,632> < 1,351> < 5.8倍>

３　騒音軽減のための事業 78 223 145  2.8倍 

４　ＳＡＣＯ事業の円滑化を < 1,936> < 675> < 34.9>

　　図るための事業 3,665 2,611 △ 1,054  △ 28.8 

< 11,384> < 11,244> <△ 140> <△ 1.2>

合　　　　　計 11,172 16,854 5,682   50.9 

沖縄に関する特別行動
委員会の 終報告に盛
り込まれた措置の実施

提供施設を移転して当
該提供施設の返還を受
けるための移設工事及
び補償等

沖縄県道１０４号線越
え実弾射撃訓練の本土
移転等に伴う人員等の
輸送及び訓練を安全に
実施するための施設整
備等

騒音軽減イニシアティ
ヴの実施

沖縄に関する特別行動
委員会の 終報告に盛
り込まれた措置を円滑
に実施するための事業
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米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分
（単位：百万円、％）

事　　　　項
平成21年度
予　算　額

平成22年度
予　算　額

対前年度
増△減額

対前年度
伸　　率

備　　　考

（A） （B） （C=B-A） （C/A）

１　在沖米海兵隊のグアムへ

　　の移転事業 34,608 47,229 12,621   36.5 

２　沖縄における再編のため < 29,066> < 1,536> <△ 27,529> <△ 94.7>

　　の事業 9,590 5,284 △ 4,307  △ 44.9 

< 28,780> < 1,354> <△ 27,427> <△ 95.3>

（１）普天間飛行場の移設 9,387 5,283 △ 4,104  △ 43.7 

（２）嘉手納以南の土地の < 285> < 182> <△ 103> <△ 36.0>

　　返還 203 1 △ 203  △ 99.8 

３　米陸軍司令部の改編に関 < 2,772> < 5,098> < 2,326> < 83.9>

　　連した事業 386 1,162 776  3.0倍 

４　空母艦載機の移駐等のた < 12,489> < 47,437> < 34,949> < 3.8倍>

　　めの事業 5,584 27,077 21,493  4.8倍 

５　訓練移転のための事業 856 847 △ 10  △ 1.1 

６　再編関連措置の円滑化を

　　図るための事業 9,188 9,285 97   1.1 

（１）再編交付金 9,122 9,210 88   1.0 

（２）基地周辺対策等 66 75 9   14.3 

< 88,979> < 111,432> < 22,453> < 25.2>

合　　　　　計 60,213 90,883 30,671   50.9 

※：　１　米軍再編関係経費は、131,953百万円<140,048百万円>であり、その内訳は以下のとおりである。

　　　　①地元負担軽減分　　　　　　　　：90,883百万円<111,432百万円>

　　　　②地元負担軽減関連施設整備等分　： 7,767百万円< 15,786百万円>

　　　　　　　・グアム移転事業室等経費　　 　666百万円<    666百万円>

　　　　　　　・岩国飛行場　　　　　　　　 5,175百万円< 13,841百万円>

　　　　　　　・新田原飛行場　　　　　　　 1,927百万円<  1,280百万円>

　　　　③抑止力の維持等に資する措置　  ：33,302百万円< 12,829百万円>

　　　２　上記の計数のうち、装備品については初度費を含む。

「真水」事業の実施等

「在日米軍の兵力構成
見直し等に関する政府
の取組について」（平
成１８年５月３０日閣
議決定）を踏まえた再
編関連措置を的確かつ
迅速に実施するための
施策の推進

　　　３　普天間飛行場の移設について、移設先が決定次第、速やかに必要な契約手続きに入れるよう予備費及び非特定議決国庫
　　　　　債務負担行為を活用。

相模総合補給廠の一部
返還等に関する事業

厚木飛行場から岩国飛
行場への空母艦載機の
移駐等に関する事業

嘉手納飛行場等所在米
軍機の本土への訓練移
転に関する事業

普天間飛行場の移設に
関する事業

嘉手納飛行場以南の地
域の土地の返還に関す
る事業
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